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みんなの地域をもっと良くするために。

盛岡駅から
■バス［東口バス停②］ 約30～45分
■自家用車   約30～45分
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 「実学・実践重視の教育・研究」を基本的方向のひとつとする本学において、シンクタンク機能については、法人化第一期（平

成17年度～平成22年度）に掲げ、全学プロジェクト研究や公募型地域課題研究等を推進するとともに、各種審議会等への参

画や、市町村等との協定に基づく共同研究の実施など、教員が各地域に出向く形で地域貢献活動に取り組んできました。 

第二期（平成23年度～平成28年度）においては、これまでの経緯や成果等も踏まえ、困難な時代にあって地域社会を支える

という「地域目線」で県民が抱える課題・ニーズに向き合い、地域から頼られる「地の拠点」として県民の幸せの実現に貢献でき

るよう、より組織的、複合的に地域課題に取り組む体制を強化する方策として、平成23年度に「地域政策研究センター」を開設

しました。 

（１）設置日 平成23年４月１日 

（２）体制 

 地域政策研究センターでは、

地域課題に対応するシンクタン

ク機能の充実強化に向けた

ニーズに応えるため、調査研

究部門として、「震災復興研究

部門」、「地域社会研究部

門」、「地域マネジメント研究部

門」を設置しております。 

 平成23年から24年度は、「東日本大震災からの復興」を研究テーマにした「震災復興研究」を、「暮らし分野」、
「産業経済分野」、「社会・生活基盤分野」の各分野で15の研究課題に取り組んできました。さらに平成24年度から
は、学内教員からの提案による研究「地域協働研究（教員提案型）」と地域等からの提案を学内教員とマッチングし
て行う研究「地域協働研究（地域提案型）」を実施しております。（平成25年度からは「震災復興研究」を「地域協働
研究(教員提案型)」に統合しています。） 

 最重要課題である「震災復興」に重点を置きながら、それ以外の「地域が抱える課題」にも取り組み、より地域に貢
献していきたいと考えております。 

 研究テーマを「東日本大震災からの復興」に絞り、「暮らし分野」、

「産業経済分野」、「社会･生活基盤分野」の各分野で15の研究課

題に取り組みました。 

 学内教員と地域団体等（県・市町村等の公共団体、地域団体、

NPO等）との協働により、地域課題等を解決するための研究を行っ

ています。 

 学内教員が地域団体等と行う共同研究を対象とし、
地域ニーズに対応した研究を行います。今年度について
も「震災復興研究」に重点を置きながら取り組んでいくこと
としております。 

 地域団体等を対象に地域課題を公募し、学内教員との
マッチングをした後に研究を実施します。より地域に直結し
た取組み（研究）が期待されます。 

平成25年度 地域協働研究（地域提案型・前期）13課題
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 「実学・実践重視の教育・研究」を基本的方向のひとつとする本学において、シンクタンク機能については、法人化第一期（平

成17年度～平成22年度）に掲げ、全学プロジェクト研究や公募型地域課題研究等を推進するとともに、各種審議会等への参

画や、市町村等との協定に基づく共同研究の実施など、教員が各地域に出向く形で地域貢献活動に取り組んできました。 

第二期（平成23年度～平成28年度）においては、これまでの経緯や成果等も踏まえ、困難な時代にあって地域社会を支える

という「地域目線」で県民が抱える課題・ニーズに向き合い、地域から頼られる「地の拠点」として県民の幸せの実現に貢献でき

るよう、より組織的、複合的に地域課題に取り組む体制を強化する方策として、平成23年度に「地域政策研究センター」を開設

しました。 

（１）設置日 平成23年４月１日 

（２）体制 

 地域政策研究センターでは、

地域課題に対応するシンクタン

ク機能の充実強化に向けた

ニーズに応えるため、調査研

究部門として、「震災復興研究

部門」、「地域社会研究部

門」、「地域マネジメント研究部

門」を設置しております。 

 平成23年から24年度は、「東日本大震災からの復興」を研究テーマにした「震災復興研究」を、「暮らし分野」、
「産業経済分野」、「社会・生活基盤分野」の各分野で15の研究課題に取り組んできました。さらに平成24年度から
は、学内教員からの提案による研究「地域協働研究（教員提案型）」と地域等からの提案を学内教員とマッチングし
て行う研究「地域協働研究（地域提案型）」を実施しております。（平成25年度からは「震災復興研究」を「地域協働
研究(教員提案型)」に統合しています。） 

 最重要課題である「震災復興」に重点を置きながら、それ以外の「地域が抱える課題」にも取り組み、より地域に貢
献していきたいと考えております。 

 研究テーマを「東日本大震災からの復興」に絞り、「暮らし分野」、

「産業経済分野」、「社会･生活基盤分野」の各分野で15の研究課

題に取り組みました。 

 学内教員と地域団体等（県・市町村等の公共団体、地域団体、

NPO等）との協働により、地域課題等を解決するための研究を行っ

ています。 

 学内教員が地域団体等と行う共同研究を対象とし、
地域ニーズに対応した研究を行います。今年度について
も「震災復興研究」に重点を置きながら取り組んでいくこと
としております。 

 地域団体等を対象に地域課題を公募し、学内教員との
マッチングをした後に研究を実施します。より地域に直結し
た取組み（研究）が期待されます。 

セ
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長
　
植
田
眞
弘

◇震災復興研究部門（部門長　小川晃子）
東日本大震災津波の被災地、被災者のニーズに対応した諸課題を調査研究する部門

①暮らし分野（プロジェクトリーダー　小川晃子）
②産業経済分野（プロジェクトリーダー　新田義修）
③社会・生活基盤分野（プロジェクトリーダー　伊藤英之）

◇地域マネジメント研究部門（部門長　植田眞弘）
行政課題に対応した「まちづくり・地域づくり」を法、制度、政策などの観点から
調査研究する部門

①公共政策研究所（所長　斎藤俊明）
②盛岡市まちづくり研究所（所長　植田眞弘）
　※今後の拡大を検討中

◇地域社会研究部門（部門長　吉野英岐）
住民、環境、文化、歴史、観光などの観点から地域がかかえている
長期的・構造的な諸問題を調査研究する部門
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左・調査実施の様子　右上・新型福祉安心電話　右下・生活行動センサー

暮らし分野　4課題

産業経済分野　6課題

1．復興計画策定と新たな地域社会構築のための多縁コミュニティ形成に向けた実践的研究
 研究代表者　総合政策学部　教授 倉　原　宗　孝
2．被災地における社会的孤立の防止と生活支援型コミュニティづくり
 研究代表者　社会福祉学部　教授 小　川　晃　子
3．震災下におけるＮ村被災者における食の意識変化を探り、今後の食生活の方向性をデザインする試み
 研究代表者　盛岡短期大学部　准教授 乙　木　隆　子
4．被災地域における複合型福祉拠点に関する基礎的研究　
 研究代表者　社会福祉学部　教授 宮　城　好　郎

1．被災地における経済復興への課題－中小企業の経済的困難の現状分析を通じて－
 研究代表者　総合政策学部　准教授 金　子　友　裕
2．岩手県における水産業の復旧・復興を巡る利害関係にもとづく水産特区・漁港再編に対する批判的研究－漁家、漁協、国・県・市町等の実態分析を中心に－
 研究代表者　総合政策学部　准教授 桒　田　但　馬
3．岩手県沿岸地域における観光業の復興及び創職に関する研究
 研究代表者　総合政策学部　教授 吉　野　英　岐
4．被災地における「ものづくり産業」の再編と新規立地の可能性　
 研究代表者　宮古短期大学部　教授 植　田　眞　弘
5．被災地従業員のメンタルヘルス支援による産業経済の再建　
 研究代表者　社会福祉学部　教授 青　木　慎一郎
6．水産業クラスターの復旧・復興条件の解明　
 研究代表者　総合政策学部　准教授 新　田　義　修
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平成25年度 地域協働研究（教員提案型・前期）15課題

25

1

23

2 

25

25 15

3 4 

5 HF 6 

7 

ICT

8 

5

24

23

23

24

2013.2.16.

in

1．三陸復興国立公園・三陸塩パーク指定のための震災遺産等の保全、国立公園利用施設計画（インフラ）および
　 震災語り部（ジオパークガイド）育成に関する研究
 研究代表者　総合政策学部　教授 渋　谷　晃太郎
2．被災地の復興過程における住民意識の研究
 研究代表者　山形大学　人文学部　准教授 阿　部　晃　士（前総合政策学部）
3．中・長期的視点に立った地域振興・防災教育プログラムの開発と実践
 研究代表者　総合政策学部　准教授 伊　藤　英　之
4．仮設住宅の改善および仮設住宅地におけるまちづくり提案　
 研究代表者　社会福祉学部　教授 狩　野　　　徹
5．在宅療養者の被災実態と防災教育の取り組みの方向性　
 研究代表者　看護学部　教授 上　林　美保子

社会・生活基盤分野　5課題

在宅療養者の被災実態と防災教育の取り組みの方向性 中・長期的視点に立った地域復興・防災教育プログラムの開発と実
践
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1．岩手沿岸における震災復興ビジネスの成果と限界（岩手県における人口の社会減対策の強化に向けた課題整理）
  課題提案者　県庁政策推進室／研究代表者　総合政策学部　准教授　桒田但馬
2．被災地における絶滅危惧植物ミズアオイとビオトープの再生
  課題提案者　NPO法人AEA／研究代表者　総合政策学部　教授　平塚　明
3．岩手県災害派遣福祉チームについて
  課題提案者　岩手県社会福祉協議会／研究代表者　社会福祉学部　准教授　都築光一
4．復興支援活動における行政と民間の協働のあり方に関する研究　
  課題提案者　一般社団法人東日本絆コーディネーションセンター／研究代表者　総合政策学部　准教授　西出順郎
5．被災地の復興まちづくりにおけるユニバーサルデザインの課題について　
  課題提案者　県庁地域福祉課／研究代表者　社会福祉学部　教授　狩野　徹
6．防災行政無線に音声合成を用いるための最適制御法に関する検討　
  課題提案者　滝沢村企画総務課／研究代表者　名誉教授（前ソフトウェア情報学部）　伊藤憲三
7．福祉NPOの自主事業開発における戦略的課題について　
  課題提案者　NPO法人いわてユニバーサルデザインセンター／研究代表者　社会福祉学部　教授　宮城好郎
8．子ども・子育て家庭支援に向けた地域連携に関する研究　
  課題提案者　洋野町福祉課／研究代表者　社会福祉学部　准教授　山本克彦
9．電子カルテ導入前後の職員の業務量の比較と効果的な人員時配置の検討－外来と病棟における「病院におけるIT導入に関する評価系」の視点から見た看護情報運用状況－
  課題提案者　盛岡赤十字病院／研究代表者　看護学部　教授　山内一史
10．岩手県における若年性認知症の本人と家族の支援について　
  課題提案者　認知症の人と家族の会岩手県支部／研究代表者　社会福祉学部　准教授　藤野好美

平成24年度 地域協働研究（教員提案型）9課題
1．「見守り」を核とするICTを活用した医療・福祉連携策の検討
 研究代表者　社会福祉学部　教授 小　川　晃　子
2．『語り部くん』携帯端末による観光客行動自動集計及び地域経済振興の研究
 研究代表者　ソフトウェア情報学部　准教授 蔡　　　大　維
3．東日本大震災被災地域住民のこころの健康に関する研究⑴－釜石市健康調査の分析による被災後の市民の精神的健康の実態把握－
 研究代表者　社会福祉学部　准教授 中　谷　敬　明
4．若者による震災復興支援に関する研究　
 研究代表者　総合政策学部　准教授 西　出　順　郎
5．健康支援の専門家である県内看護師がつくる被災地住民の居場所づくりに関する実践研究　
 研究代表者　看護学部　教授 三　浦　まゆみ
6．岩手県の震災復興状況に関する長期モニタリング調査と質的情報の解析手法の開発　
 研究代表者　総合政策学部　教授 高　嶋　裕　一
7．津波の記憶を忘れないためのWeb上の津波資料館の構築　
 研究代表者　ソフトウェア情報学部　教授 村　山　優　子
8．ソーシャルメディアを対象とした大震災に関する被災女性ニーズ抽出の研究　
 研究代表者　ソフトウェア情報学部　准教授 バサビ・チャクラボルティ
9．北上産黒大豆「黒千石」の栄養機能性と加工食品への応用に関する研究　
 研究代表者　盛岡短期大学部　教授 千　葉　啓　子

平成24年度 地域協働研究（地域提案型・前期）21課題
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11．失語症者における聴覚機能に関する研究
  課題提案者　いわてリハビリテーションセンター／研究代表者　社会福祉学部　教授　米本　清
12．いわて三陸オリジナルのジオツーリズムプログラムの開発と実践
  課題提案者　いわて三陸ジオパーク推進協議会／研究代表者　総合政策学部　准教授　伊藤英之
13．歴史に学ぶ“女性と復興”　～昭和三陸大津波と家族・共同体～
  課題提案者　岩手女性史を紡ぐ会／研究代表者　宮古短期大学部　教授　植田眞弘
14．和太鼓打撃におけるリズム感の可視化と学習効果に関する研究　
  課題提案者　種市海鳴太鼓保存会／研究代表者　ソフトウェア情報学部　講師　松田浩一
15．中津川における小型淡水魚類の生息状況の把握と減少原因の解明　
  課題提案者　NPO法人もりおか中津川の会／研究代表者　総合政策学部　講師　辻　盛夫
16．県央地域における「南部生パスタ」を題材とした地域振興に関する研究　
  課題提案者　県庁産業経済交流課／研究代表者　総合政策学部　教授　吉野英岐
17．サポート拠点の効果的な整備及び運営について　
  課題提案者　大槌町福祉課／研究代表者　社会福祉学部　教授　狩野　徹
18．人口構成の変化を考慮した地域政策形成に関する研究　
  課題提案者　県庁政策推進室／研究代表者　総合政策学部　准教授　堀篭義裕
19．まちづくり・地域づくりにおける歴史文化遺産の活用～史跡を中心に～　
  課題提案者　盛岡市歴史文化課／研究代表者　総合政策学部　教授　倉原宗孝
20．盛岡市内におけるカラスの行動分析と可視化　
  課題提案者　盛岡市環境企画課／研究代表者　ソフトウェア情報学部　講師　瀬川典久
21．コールセンターを核とした地域連携と地域振興　
  課題提案者　洋野町特定政策推進室／研究代表者　宮古短期大学部　准教授　岩田　智

1．被災地における交流事業への高齢者参加促進システムの有効性検証　～予約・備忘通知機能を活用して～
  課題提案者　株式会社ぴーぷる／研究代表者　社会福祉学部　教授　小川晃子
2．東日本大震災津波における福祉避難所の状況と課題について
  課題提案者　岩手県保健福祉部地域福祉課／研究代表者　前社会福祉学部　細田重憲
3．物語自動生成機能を持った博物館展示ナビゲーションシステム
  課題提案者　盛岡市教育委員会歴史文化課／研究代表者　ソフトウェア情報学部　教授　小方　孝
4．岩手県の「森林公園」の管理に関する研究－絶滅危惧植物の公開と保全について－　
  課題提案者　小岩井農牧㈱（岩手県滝沢森林公園 指定管理者）／研究代表者　総合政策学部　教授　平塚　明
5．観光資源「室根山」を活用した地域活性化へのアプローチ　
  課題提案者　一関市室根支所産業経済課／研究代表者　総合政策学部　教授　吉野英岐
6．再生可能エネルギーの導入促進による金ケ崎町の内発的発展に向けた基礎調査　
  課題提案者　金ケ崎町総合政策課／研究代表者　総合政策学部　准教授　茅野恒秀
7．滝沢村における木質バイオマスエネルギー（薪）の利用促進に関する研究　
  課題提案者　NPO法人グリーンマイル／研究代表者　総合政策学部　教授　渋谷晃太郎
8．釜石におけるスポーツイベントに向けたラグビー民俗誌の作成　
  課題提案者　釜石シーウェイブスRFC／研究代表者　盛岡短期大学部　准教授　原　英子

平成24年度 地域協働研究（地域提案型・後期）8課題


